
公共調達の適正化について(平成１８年８月２５日付財計第２０１７号)に基づく随意契約に係る情報の公表(物品役務等)

物品役務等の名
称及び数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局の

名称及び所在地

契約を締結
した日

契約の相手方の商
号

又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職
の役員
の数

備考

近畿地方整備局職
員採用に係る広報
業務

支出負担行為担当官　近畿地方
整備局長　森　昌文
大阪府大阪市中央区大手前１丁
目５番４４号　大阪合同庁舎第１
号館

H27.5.7

（株）エム・シー・アン
ド・ピー
大阪府大阪市北区中
之島２－２－２

本業務は、民間企業を含めた採用市場全体の動向を踏まえ、近畿
地方整備局の職員採用にあたり優秀な人材を確保するため、職員
採用活動における一貫した広報戦略を構築するものであり、併せて
必要なツールの作成を行うことを目的する業務である。　本業務の
契約方式は、企画提案の公募を行い、その内容を総合的に評価し、
契約の相手方を特定する企画競争方式である。参加可能業者が最
低１０者あることを確認のうえ、企画提案書の提出を公募したとこ
ろ、申請期間内に３者から説明書等の交付依頼があり、その２者か
ら企画提案書の提出があった。 　提出された企画提案書を評価し
た結果、適切な提案と認められたため、上記業者を契約の相手方と
するものである。

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３号

8,704,800 8,640,000 99％

河川水辺とまちづく
り世界会議企画運
営業務

支出負担行為担当官　近畿地方
整備局長　森　昌文
大阪府大阪市中央区大手前１丁
目５番４４号　大阪合同庁舎第１
号館

H27.5.18

（株）Ｅ－ＤＥＳＩＧＮ
大阪府大阪市中央区
南船場１－９－１ライ
ト南船場ビルディング

本業務は、新たな水辺空間をまちづくりと一体となって創出していく
ことを目的として、水辺の新しい利用・可能性についてのアイデアを
考え、世界から注目を集める水辺空間の情報を発信していくための
「ミズベリング世界会議」の企画運営、広報及び記録を行う業務であ
る。　本業務の契約方式は、企画提案の公募を行い、その内容を総
合的に評価し、契約の相手方を特定する企画競争方式である。　参
加可能業者が最低１０者あることを確認のうえ、企画提案書の提出
を公募したところ、申請期間内に１４者から説明書等の交付依頼が
あり、そのうち１者から企画提案書の提出があった。　提出された企
画提案書を評価した結果、適切な提案と認められたため、上記業者
を契約の相手方とするものである

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３号

24,807,600 24,516,000 98％

近畿管内道路利用
促進資料作成

支出負担行為担当官　近畿地方
整備局長　森　昌文
大阪府大阪市中央区大手前１丁
目５番４４号　大阪合同庁舎第１
号館

H27.5.21

（株）エフ・クリエイショ
ンズ
兵庫県神戸市中央区
八幡通３－１－１９

本業務は、近畿管内における道路の利用促進を広く対外的に広報
する資料として、平成２７年度に供用する新たな高規格道路を含む
道路ネットワーク網の整備状況や、その他有益な情報を組み合わ
せたホームページや道路網図を作成するとともに訪日外国人の動
向について調査することを目的に行う業務である。　本業務の契約
方式は、企画提案の公募を行い、その内容を総合的に評価し、契約
の相手方を特定する企画競争方式である。  参加可能業者が最低
１０者あることを確認のうえ、企画提案書の提出を公募したところ、
申請期間内に７者が説明書等の交付を受け、４者から企画提案書
の提出があった。  提出された企画提案書を評価した結果、上記業
者の提案が他者に比べて総合的に優れており、適切な提案と認め
られたため、上記業者を契約の相手方とするものである。

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３号

5,400,000 5,389,200 99％



公共調達の適正化について(平成１８年８月２５日付財計第２０１７号)に基づく随意契約に係る情報の公表(物品役務等)

物品役務等の名
称及び数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局の

名称及び所在地

契約を締結
した日

契約の相手方の商
号

又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職
の役員
の数

備考

野洲栗東バイパス
他不動産鑑定評価
等その１業務

分任支出負担行為担当官　滋賀
国道事務所長　国土交通技官
山田　雅義
滋賀県大津市竜が丘４－５

H27.5.7
（有）湖北鑑定
滋賀県長浜市朝日町
３１－７

本業務は、滋賀国道事務所における用地買収等のために必要とな
る標準地等　の鑑定評価及び鑑定評価書（意見書等を含む。）の作
成並びにこれらに付随する　諸業務を行うものである。本業務の契
約方式は、企画提案の公募を行い、その内容を総合的に評価し、契
約の相手方を特定する企画競争方式である。参加可能業者が最低
１０者あることを確認のうえ、企画提案書の提出を公募　したところ、
申請期間内に６者から説明書等の交付依頼があり、６者から企画
提案書の提出があった。提出された企画提案書を審査した結果、上
記業者の提案が鑑定評価報告書の　作成方針及び記載事項に関
する留意事項、また公共用地取得に係る鑑定評価に　特有の条件・
留意点等において特に優れており、総合的に当局の期待に最も適
合するものであるため、上記業者が契約の相手方として特定された
ものである。

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３号

533,520 533,520 100％
単価契約
予定調達総額
6,383,880円

野洲栗東バイパス
他不動産鑑定評価
等その２業務

分任支出負担行為担当官　滋賀
国道事務所長　国土交通技官
山田　雅義
滋賀県大津市竜が丘４－５

H27.5.8

（株）関西総合鑑定所
大津事務所
滋賀県大津市京町３
－２－１０　京町アー
クビル４Ｆ

本業務は、滋賀国道事務所における用地買収等のために必要とな
る標準地等の鑑定評価及び鑑定評価書の作成並びにこれらに付随
する諸業務を行うものである。本業務の契約方式は、企画提案の公
募を行い、その内容を総合的に評価し、契約の相手方を特定する
企画競争方式である。参加可能業者が最低１０者あることを確認の
うえ、企画提案書の提出を公募したところ、申請期間内に６者から
説明書等の交付依頼があり、６者から企画提案書の提出があった。
提出された企画提案書を審査した結果、上記業者の提案が鑑定評
価報告書の作成方針及び記載事項に関する留意事項、また公共用
地取得に係る鑑定評価に特有の条件・留意点等において特に優れ
ており、総合的に当局の期待に最も適合するものであるため、上記
業者が契約の相手方として特定されたものである。

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３号

533,520 533,520 100％
単価契約
予定調達総額
5,951,880円

福知山市域他不動
産鑑定評価等その
２業務

分任支出負担行為担当官　福知
山河川国道事務所長　国土交通
技官　　　　　　　南後　和寛
京都府福知山市字堀小字今岡２
４５９－１４

H27.5.11

不動産鑑定ネット
ワークサービス（株）
京都府宇治市木幡西
浦６２－２

本業務は、福知山河川国道事務所の施行する由良川水防災事業
他に必要な土地の取得に伴う土地評価の参考資料として鑑定評価
書並びに意見書を徴収するものである。　本業務の契約方式は、企
画提案の公募を行い、提案のあった内容を総合的に評価し、契約
相手方を特定する企画競争方式である。　参加可能業者が最低１０
者あることを確認の上、企画提案書の提出を公募したところ申請期
間内に５者から問い合わせがあり、５者から企画提案書の提出が
あった。　企画提案書を審査した結果、上記業者の提案は、評価項
目における「鑑定評価実績」及び「業務実施方針」等総合的に評価
を行った結果、当局の期待する最も優秀なものとして特定された。
以上のことから上記業者と契約を行うものである。

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３号

312,120 312,120 100％
単価契約
予定調達総額
4,949,640円



公共調達の適正化について(平成１８年８月２５日付財計第２０１７号)に基づく随意契約に係る情報の公表(物品役務等)

物品役務等の名
称及び数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局の

名称及び所在地

契約を締結
した日

契約の相手方の商
号

又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職
の役員
の数

備考

福知山市域他不動
産鑑定評価等その
１業務

分任支出負担行為担当官　福知
山河川国道事務所長　国土交通
技官　　　　　　　南後　和寛
京都府福知山市字堀小字今岡２
４５９－１４

H27.5.12

吉岡不動産鑑定事務
所
京都府亀岡市篠町森
上垣内１６－１

本業務は、福知山河川国道事務所の施行する由良川水防災事業
他に必要な土地の取得に伴う土地評価の参考資料として鑑定評価
書並びに意見書を徴収するものである。　本業務の契約方式は、企
画提案の公募を行い、懸案のあった内容を総合的に評価し、契約
相手方を特定する企画競争方式である。　参加可能業者が最低１０
者あることを確認の上、企画提案書の提出を公募したところ申請期
間内に５者から問い合わせがあり、５者から企画提案書の提出が
あった。　企画提案書を審査した結果、上記業者の提案は、評価項
目における「鑑定評価実績」及び「業務実施方針」等総合的に評価
を行った結果、当局の期待する最も優秀なものとして特定された。
以上のことから、上記業者と契約を行うものである。

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３号

312,120 312,120 100％
単価契約
予定調達総額
4,949,640円

岬町簡易パーキン
グ分筆登記等業務

分任支出負担行為担当官　浪速
国道事務所長　国土交通技官
梶房　宣昭
大阪府枚方市南中振３－２－３

H27.5.15

土地家屋調査士法人
コクド
大阪府寝屋川市木田
町３－２６－１０５号

本業務は、前年度において一般競争により上記業者と契約した清
滝生駒道路他不動産表示登記等業務において、岬町簡易パーキン
グ等事業に関する公共用地取得に伴う分筆登記等の表示登記を行
うために必要となる資料調査や現地調査は完了しているものの、履
行期限内に用地売買契約締結にまで至らなかったため履行するこ
とができなかった分筆登記等の表示登記申請手続きを今年度にお
いて行うものである。分筆登記等の法定添付情報である地積測量
図の作成者は、その図面に表示された土地について実際に調査・
測量を行った者である必要があり（昭和６１年９月２９日民三第７２７
１号民事局長回答）、また、調査・測量と登記申請手続　きは一連の
業務であり切り離すことはできないとされており、調査・測量、地積
測量図の作成及び登記申請手続きは一体不可分の作業である。ま
た、平成２３年に法務省における分筆登記等の表示登記時におけ
る実地調査に係る指針が改正され、その後管轄法務局ごとに順
次、登記官による実地調　査が積極的に実施されるようになった
が、この実地調査はその土地を調査・測量し、現地の状況に精通し
た者以外では対応できない。従って、本業務を履行できるのは、前
年度において清滝生駒道路他不動産表示登記等業務を実施した者
のみであるため、上記の相手方と随意契約を締結するものである。
なお、随意契約を締結することにより、別途発注した場合に必要と
なる資料調査や現地調査が不要となり、事業執行の効率化に寄与
するものである。

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３号

10,314 10,303.2 99％
単価契約
予定調達総額
3,782,065円



公共調達の適正化について(平成１８年８月２５日付財計第２０１７号)に基づく随意契約に係る情報の公表(物品役務等)

物品役務等の名
称及び数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局の

名称及び所在地

契約を締結
した日

契約の相手方の商
号

又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職
の役員
の数

備考

河川環境等広報支
援業務

分任支出負担行為担当官　豊岡
河川国道事務所長　国土交通技
官　　　　　　　別木　孝
兵庫県豊岡市幸町１０－３

H27.5.8

（株）エム・シー・アン
ド・ピー
大阪府大阪市北区中
之島２－２－２

本業務は、豊岡河川国道事務所が実施している、円山川自然再生
事業に関する広報活動や、河川愛護の取り組みの運営補助を行と
ともに、事業の広報に必要なパネルや看板の作成、広報写真の撮
影を行う業務である。　本業務の契約方式は、企画提案の公募を行
い、その内容を総合的に評価し、契約の相手方を特定する企画競
争方式である。　参加可能業者が最低１０者あることを確認のうえ、
企画提案書の提出を公募したところ、申請期間内に１者から説明書
等の交付依頼があり、その１者から企画提案書の提出があった。
提出された企画提案書を評価した結果、適切な提案と認められたた
め、上記業者を契約の相手方とするものである。

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３号

4,590,199 4,557,600 99％

交安９号八木地区
歩道設置事業他不
動産鑑定評価等そ
の１業務

分任支出負担行為担当官　豊岡
河川国道事務所長　国土交通技
官　　　　　　　別木　孝
兵庫県豊岡市幸町１０－３

H27.5.12

（株）伊原鑑定綜合事
務所
兵庫県豊岡市正法寺
２５０－９

本業務は、豊岡河川国道事務所における用地買収等のために必要
となる標準等の鑑定評価書の作成及びこれらに付随する業務であ
る。　本業務の契約方式は、企画提案書の公募を行い、その内容を
総合的に評価し、契約の相手方を特定する企画競争方式である。
参加可能業者が最低１０者あることを確認のうえ、企画提案書の提
出を公募したところ、申請期間内に５者から説明書等の交付依頼が
あり、５者から企画提案書の提出があった。　提出された企画提案
書を評価した結果、上記業者の提案が他者に比べて総合的に優れ
ており、適切な提案と認められたため、上記業者を契約の相手方と
するものである。

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３号

365,040 365,040 100％
単価契約
予定調達総額
5,213,160円

交安９号八木地区
歩道設置事業他不
動産鑑定評価等そ
の２業務

分任支出負担行為担当官　豊岡
河川国道事務所長　国土交通技
官　　　　　　　別木　孝
兵庫県豊岡市幸町１０－３

H27.5.12
（株）兵庫不動産鑑定
所

本業務は、豊岡河川国道事務所における用地買収等のために必要
となる標準等の鑑定評価書の作成及びこれらに付随する業務であ
る。　本業務の契約方式は、企画提案書の公募を行い、その内容を
総合的に評価し、契約の相手方を特定する企画競争方式である。
参加可能業者が最低１０者あることを確認のうえ、企画提案書の提
出を公募したところ、申請期間内に５者から説明書等の交付依頼が
あり、５者から企画提案書の提出があった。　提出された企画提案
書を評価した結果、上記業者の提案が他者に比べて総合的に優れ
ており、適切な提案と認められたため、上記業者を契約の相手方と
するものである。

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３号

365,040 365,040 100％
単価契約
予定調達総額
4,781,160円



公共調達の適正化について(平成１８年８月２５日付財計第２０１７号)に基づく随意契約に係る情報の公表(物品役務等)

物品役務等の名
称及び数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局の

名称及び所在地

契約を締結
した日

契約の相手方の商
号

又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職
の役員
の数

備考

国道１７６号名塩道
路他不動産表示登
記申請業務

分任支出負担行為担当官　兵庫
国道事務所長　国土交通技官
平城　正隆
兵庫県神戸市中央区波止場町３
－１１

H27.5.18

一般（社）中央公共嘱
託登記土地家屋調査
士協会
大阪市中央区大手前
１－７－３１　ＯＭＭビ
ル１５階

本業務は、前年度に一般競争で上記業者と契約した国道１７６号名
塩道路他不動産表示登記等業務において、公共用地取得に伴う分
筆登記等の表示登記を行うために必要となる資料調査や現地調査
は完了しているものの、履行期限内に用地売買契約締結に至らな
かったため履行することができなかった分筆登記等の表示登記申
請手続を今年度に実施するものである。　分筆登記等の法定添付
情報である地積測量図の作成者は、その図面に表示された土地に
ついて実際に調査･測量を行った者である必要があり（昭和６１年９
月２９日民三第７２７１号民事局長回答）、また、調査･測量と登記申
請手続は一連の業務で切り離すことは出来ないとされており、調
査･測量、地積測量図の作成及び登記申請手続は一体不可分の作
業である。　また、平成２３年に法務省における分筆登記等の表示
登記時における実地調査に係る指針が改正され、その後管轄法務
局ごとに順次、登記官による実地調査が積極的に実施されるように
なったが、この実地調査はその土地を調査･測量し、現地の状況に
精通した者以外では対応できない。　従って、本業務を履行できる
のは、前年度において国道１７６号名塩道路他不動産表示登記等
業務を実施した者のみであるため、上記の相手方と随意契約を締
結するものである。　なお、随意契約を締結することにより、別途発
注した場合に必要となる資料調査や現地調査が不要となり、事業執
行の効率化に寄与するものである。

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３号

1,026,000 972,000 94％

大野油坂道路他不
動産鑑定評価等そ
の２業務

分任支出負担行為担当官　福井
河川国道事務所長　国土交通技
官　　　　　　　森久保　司
福井県福井市花堂南２－１４－７

H27.5.12

（株）梅田不動産鑑定
事務所
福井県福井市二の宮
４－２５－２１

本業務は、福井河川国道事務所における用地買収等のために必要
となる標準地等の鑑定評価及び鑑定評価書（意見書等を含む）の
作成並びにこれらに付随する諸業務であり、対象地域は福井市・坂
井市・あわら市・吉田郡・大野市・　勝山市・今立郡・越前市・鯖江
市・南条郡・敦賀市・小浜市・三方郡・三方上中郡及び大飯郡であ
る。　本業務の契約方式は、企画提案の公募を行い、その内容を総
合的に評価し、契約の相手方を特定する企画競争方式である。　参
加可能業者が最低１０者あることを確認のうえ、企画提案書の提出
を公募したところ、申請期間内に２者から説明書等の交付依頼があ
り、２者から企画提案書の提出があった。　提出された企画提案書
を審査した結果、上記業者の提案が不動産鑑定業者の実績（公共
用地取得に係る鑑定評価実績）及び鑑定評価業務に関する業務実
施方針において特に優れており、総合的に当局の期待に最も適合
するものであるため、上記業者が契約の相手方として特定されたも
のである。

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３号

312,120 312,120 100％
単価契約
予定調達総額
4,791,960円



公共調達の適正化について(平成１８年８月２５日付財計第２０１７号)に基づく随意契約に係る情報の公表(物品役務等)

物品役務等の名
称及び数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局の

名称及び所在地

契約を締結
した日

契約の相手方の商
号

又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職
の役員
の数

備考

大野油坂道路他不
動産鑑定評価等そ
の１業務

分任支出負担行為担当官　福井
河川国道事務所長　国土交通技
官　　　　　　　森久保　司
福井県福井市花堂南２－１４－７

H27.5.13
（株）林不動産鑑定所
福井県福井市大願寺
２－９－１

本業務は、福井河川国道事務所における用地買収等のために必要
となる標準地等の鑑定評価及び鑑定評価書（意見書等を含む）の
作成並びにこれらに付随する諸業務であり、対象地域は福井市・坂
井市・あわら市・吉田郡・大野市・　勝山市・今立郡・越前市・鯖江
市・南条郡・敦賀市・小浜市・三方郡・三方上中郡及び大飯郡であ
る。　本業務の契約方式は、企画提案の公募を行い、その内容を総
合的に評価し、契約の相手方を特定する企画競争方式である。　参
加可能業者が最低１０者あることを確認のうえ、企画提案書の提出
を公募したところ、申請期間内に２者から説明書等の交付依頼があ
り、２者から企画提案書の提出があった。　提出された企画提案書
を審査した結果、上記業者の提案が不動産鑑定業者の実績（公共
用地取得に係る鑑定評価実績）及び鑑定評価業務に関する業務実
施方針において特に優れており、総合的に当局の期待に最も適合
するものであるため、上記業者が契約の相手方として特定されたも
のである。

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３号

312,120 312,120 100％
単価契約
予定調達総額
4,791,960円


